
       

 

                        

 

東京都市計画地区計画 大泉学園駅北口東地区地区計画の案に関する 

区民意見の要旨および区の見解について 

 

 

 

大泉学園駅北口東地区地区計画の案については、下記の日程で案の縦覧および意見書の受

付を行い、意見書が提出されました。 

提出された意見書の要旨と、それに対する区の見解は、以下のとおりです。 

 

 

○ 案縦覧等 

・案縦覧期間   ：平成２４年３月１日～３月１５日 

・意見書受付期間 ：同上 

・意見書提出数  ：１通（１名） 

 

 意見書の要旨 区の見解 

意

見 

 本案中の「壁面の位置の制限」は狭小敷

地には恩恵がない。区は法的拘束力を持つ

「壁面の位置の制限」を導入した地区計画

はやめて欲しい。 

 地区計画は、建築物と都市との関係を規

定した建築基準法の「集団規定」をより地

域に即して規定しているものです。本案は

駅至近の住商混合地区という地域特性か

ら、沿道の街並みを誘導し、良好な住商複

合市街地を形成するため、壁面の位置の制

限を定めたものです。この地区では全ての

敷地が種々の手法により、地域特性に応じ

た活用が可能と考えます。駅至近という地

域特性から、共同化なども有効な手法とな

ります。今後さらに、駅周辺の商業環境の

活性化や、店舗と住宅が調和した個性的で

魅力のある地域拠点の形成を目指し、

4.7ha の区域で地区計画を決定するもので

す。 

１  本案中の「壁面の位置の制限」を決定し

ても歩行者空間の改善や混雑緩和に繋が

らない。 

 住商複合地区の区道22-135号線沿道は、

市街地再開発事業区域側に一方後退し 10

ｍの道路として整備されます。さらに、地

区計画による壁面の位置の制限により、道

路端から再開発区域側に２ｍ、本地区計画

区域側に１ｍの壁面後退を誘導します。そ

のことにより、沿道の歩行環境や交通混雑

の緩和に寄与するものと考えております。

 



２ 地区計画ではなく「練馬区駅周辺再開発

促進地区内における建築行為等に関する

指導要綱」を順守されたい。       

 

住商複合地区の区道22-135号線沿道は、

平成７年から「練馬区駅周辺再開発促進地

区内等における建築行為等に関する指導

要綱」により、旧道中心３ｍの部分には建

築物等を設置しないように指導してきた

路線であり、既に接道長の約７割の敷地が

土地利用の際に壁面後退等をしていただ

いております。 

今回の壁面の位置の制限は、この指導要

綱の内容を改めて沿道の権利者の皆様に

説明し、意向確認を行ったものです。地区

計画の都市計画決定後、建築基準法第 68

条の 2第 1項の規定に基づき条例化される

ことで、法的拘束力を持つものです。従前

の指導要綱と一貫した制限内容に関して、

より実効性を高めるものです。 

３ 地区計画による強制的な建築規制は公

平、公正な手段ではない。 

 

 

 

 

 

 

４ 壁面後退ではなく道路用地として買い

上げて欲しい。 

 

 

 

 

 

 

５ 狭小敷地の権利者が合意していない地

区計画は決定すべきでない。 

 

 

 

 

 

 

６ 法的拘束力を持つ地区計画の条例化は

財産権の侵害である。 

 

練馬区では地区計画の決定について、都

市計画法の手続きに加え、より綿密に住民

の意見を反映させるため、練馬区まちづく

り条例を制定し、この条例に基づく手続き

を進めております。本地区においては、平

成 17 年以降、約６年間をかけてまちづく

り懇談会やアンケート、意見交換会、意向

把握調査等を重ね、住民の方々の意見を十

分に伺い、おおむねの同意がはかられた内

容について、案として策定したものです。

都市計画法および練馬区まちづくり条

例に、決定に必要な同意の割合に関する規

定はございませんが、建替えのルールに関

して、意見を伺った権利者の３分の２以上

の同意をもって「おおむねの同意」が得ら

れていると判断いたしました。 

住商複合地区の区道22-135号線沿道は、

旧道中心から３ｍ（道路境界線から１ｍ）

の壁面の位置の制限を定めることとして

おります。壁面の位置の制限は道路買収に

より敷地が減少することなく建築敷地と

して利用できる制度です。道路については

幅員 10ｍで機能していると考えておりま

すので、道路用地としての買収は致しませ

ん。 

なお、壁面の位置の制限は、沿道の街並

みを誘導し一体性を確保することで、良好

な住商複合市街地を形成するという、公共

 



の福祉の観点による合理的な範囲の制限

であり、財産権の侵害にあたるとは考えて

おりません。 

７ 区が地域拠点の形成を目指すのであれ

ば、地区計画の案中の住商複合地区につい

ては、対面の再開発区域と同じように用途

地域の見直しを行うべきである。 

 

今回、地区計画を策定する区域と道路対

面の区域は「土地の高度利用により、地区全

体の活性化に寄与する集客力ある商業・業務

施設と都市型住宅からなる高層の複合市街

地を形成するとともに、道路、歩行空間等の

基盤整備を図る」という土地利用の方針に基

づき、大泉学園駅北口地区第一種市街地再開

発事業および大泉学園駅北口地区地区計

画が決定しております。この方針を踏ま

え、土地利用上の観点から検討した結果、

用途地域を変更したものです。 

一方、本地区計画の住商複合地区は「高度

利用を図る市街地再開発事業区域との間の

緩衝空間を形成するとともに、隣接する住宅

地と調和する個性的で魅力のある商業・業務

施設を誘導し、活気あふれる中層の住商複合

市街地を形成する」という土地利用の方針に

基づき地区計画の地区整備計画が定められ

ており、土地利用の方針に合致した用途地域

となっているため、変更の必要はないと考え

ております。 
 

８ 区は既に区道 22-135 号線沿道の７割は

セットバック済みというが、道路後退した

敷地は都市計画法の開発行為によるもの

で、要綱に従って後退している敷地はほん

の一部である。 

 

区道 22-135 号線沿道で土地を寄付いた

だき区道として拡幅している部分に関し

ては、全て区の要綱指導にご協力いただい

ているものです。従ってこの沿道では、都

市計画法第 29 条の規定に基づく開発行為

はありません。 

 

９ 区道 22-135 号線沿道は建築基準法第 42条

２項道路による道路中心２ｍの道路後退

を遵守すべきである。 

 

３から６に対する回答と同様です。 

 

10 商業地域である区道 22-150 号線沿道に

ついては、買収により幅員 10ｍに拡幅さ

れ、壁面後退も 0.5m である。駅からのメ

イン動線なのだから更に後退させるべき

ではないか。 

 

 

区道 22-150 号線沿道の壁面の位置の制

限に関しては、地上３ｍまでは道路端から

１ｍ。地上３ｍ以上は 0.5m となっており

ます。１ｍの空間を確保しておりますの

で、歩行者環境の向上に寄与するものと考

えております。 

 

 



11 ワンルームマンションの規制（30 ㎡未満の

住戸を 10 戸）の根拠が判らない。また、

もっと厳しくするべきだ。 

 

 

練馬区まちづくり条例ではワンルーム

住戸を「専用床面積 30 ㎡未満の住戸」と

規定しており、その住戸数が 20 戸以上の

集合住宅を建築する場合、手続きが必要に

なります。しかし、条例の規定の適用を避

けるため、戸数を減らしたり、敷地を細分

化したりして小規模化する等の措置を講

ずる可能性があります。戸数の制限を厳し

くすることで抑制が図られる面もありま

すが、基準を下回る小規模なワンルームマ

ンションを誘発するおそれもあります。 

そのため、戸数制限の効果を鑑み、条例

の基準である 20戸から半数の 10戸とする

のが有効と考え、各権利者に意見を伺った

所、おおむね合意が得られたものです。 

12 敷地面積の最低限度について、商業地区

と住商複合地区で同じ100㎡なのはおかし

い。 

 

練馬区では用途地域等に応じた敷地面

積の最低限度を平成 20 年３月に定めてお

りますが、本案中の商業地区と住商複合地

区においては、敷地面積の最低限度は定め

られておりません。そこで、区内の他の地

区計画区域において、同様の用途地域の敷

地面積の最低限度を調査した所、商業地域

も近隣商業地域も概ね 100 ㎡であったた

め、同一の 100 ㎡で提案し、合意を得たも

のです。 

 

13 大泉東小前の道路は当初、壁面後退のル

ールがあったが、取りやめている。取りや

めて地区計画の目標である「調和の取れた

良好な住環境が維持されたまち」が達成で

きるのか。 

14 当初案では壁面後退路線が複数あった

が、今も残っている路線はどこか。また、

壁面後退を取りやめた理由は何か。 

 

 

 

当初案では壁面の位置の制限について、

意見を伺った路線は４路線ありましたが、

合意を得られなかった２路線を除外し、案

では２路線を壁面の位置の制限の対象路

線としております。 

除外された２路線については、同意の得

られた敷地面積の最低限度や垣またはさく

の構造の制限等により、「調和の取れた良好

な住環境が維持されたまち」という地区計

画の目標を達成していくものと考えてお

ります。 

15 区道 22-135 号線に関しては、狭小宅地

の権利者は反対している。３分の２の合意

が取れているというが、公表されていな

い。 

 区道 22-135 号線沿道の意向把握調査の

結果につきましては、本年３月に配布する

「大泉学園駅北口地区まちづくりニュー

ス」に掲載する予定です。 

 

 

 


